










において､ 武道を必修とする告示をした｡ 武道の必修化は､ 武技､ 武術などから発生した我が
国固有の文化であり､ 相手の動きに応じて､ 基本動作や基本となる技を身に付け､ 相手を攻撃
したり相手の技を防御したりすることによって､ 勝敗を競い合う楽しさや喜びを味わうことが





そこで､ 本論文においては､ 柔道事故による民事事件を参考に､ 柔道必修化に係る事故発生
防止策について検討する｡ まず､ 中学校における柔道部の練習中の事故についての地裁の裁判
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は練習相手の３年生の過酷な練習方法に原因があり､ 指導教諭等にも指導上の過失があるも
のとして､ とその両親及び焼津市に対して損害賠償を求めたものである｡
これに対し､ 練習相手であり加害者の責任につき､ ①上級生 (３年生) であり有段者であ






さらに､ 焼津市に対しては､ 同中学校の柔道指導教諭が本件練習に立ち会っておらず､ 練習
に対する安全保護義務を怠っており､ また､ 同校校長もこの指導教諭の指導監督について充分





への侵害行為 (加害者による故意又は過失行為)､ ②被害者の損害の発生 (被害者の権利侵害)､
③①と②との間の因果関係､ ④侵害行為の違法性 (被告である加害者に違法性阻却事由の立証








従って､ 本件の過失認定においても､ 加害生徒､ その両親､ そして学校に､ 結果回避義務違
反の有無とその義務に沿った行為の有無が問題となった｡
 加害生徒の過失の認定






技をかけたり､ あるいは､ 相手の疲労度に留意せず技をかけたりした場合､ 相手が技を受け損
じて頭部を床に打ち付けるなどの危険性がある｡｣ とし､ の予見可能性を認めている｡




その結果､ 上級生 (３年生) であり有段者であるが､ 入部間もない初心者のに対して､




加害生徒の両親については､ 本件事故当時に加害生徒の共同親権者であり､ また､ 現に養育
監護をしていたのであるから､ 未成年者である加害生徒の生活全般にわたって法定監督義務者














動として行われていたものであり､ 学校の管理下において発生したものである｡ そして､ 柔道
は格闘技として高度の危険性を内在するスポーツであること､ 中学生は未だ心身の発達が不十























してくれている｡ それは､ ①柔道の指導内容に関する問題､ ②指導者についての問題､ そして





を怠ったか否かによって判断される｡ さらに､ スポーツ事故の場合､ 特に ｢安全性｣ という利
益を強く尊重しつつ､ これらの要素を個別の場合ごとに考慮することになる７｡
この点について､ ２. に述べたとおり､ 中学生の柔道の場合､ 相手の技術の程度､ 身体の
状態､ 疲労度などを把握し､ これに応じた練習が要求される｡ それは､ 行為者の技量や体力が
隔絶する状態で行われることで､ 柔道というスポーツに内在する危険が事故につながりやすく
なるからである｡ 前述裁判例の事故は､ 有段者である上級生が入部間もない下級生を相手に一
方的な ｢しごき｣ による練習であった｡ 武道必修化における柔道の授業においては､ 同学年の






この問題点に対して､ 中学校は､ 生徒の柔道経験の差はもちろん､ 体力､ 体格の差を考慮し
て､ 事前に､ 経験や体力､ 体格の同等の者同士を組み合わせて稽古をするように配慮しなけれ







スポーツ指導者に過失があるということは､ ２. で述べたとおり､ 指導者において損害発
生の予見可能性とその予見した結果の結果回避義務が十分に果たされていなかったことによる｡
結果回避義務が尽くされていたか否かは､ 指導を受ける者の①属性的要因 (年齢､ 性別､ 知能､














しかし､ 柔道の施設管理については､ 施設それ自体ではなく､ 柔道場の人的管理体制が問題
となり得ると考える｡ 人的管理体制とは､ 柔道場の使用に係る鍵の管理である｡ 前述裁判例の













護身術として身に付ける上でも､ 評価できる取り組みである｡ また､ 柔道のようにオリンピッ
ク種目の場合､ 年齢の早い段階から学生が慣れ親しむことで競技人口を広げることは､ 人材育
成において大きな意義がある｡
しかし､ 武道の中でも､ 柔道は剣道に比べて､ 競技当事者の密着性が高い格闘技であること
から､ 体格差や体調の具合によって生徒同士の事故発生の危険性が高いスポーツである｡ しか
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